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津山市では、民間事業者等から本市の施策や公共施設等の運営及び

マネジメントに大きく貢献し、または財政コストの軽減化につながる

提案を募集します。

本要項は、津山市公共施設等の利活用に関する民間提案制度運用指針（以下、「運用

指針」という。）で定める募集要項に当たるものです。

１ 趣旨（はじめに）

津山市（以下、「本市」という。）においては、公共施設等の有効活用の検討にあたっ

て、平成３０年７月に「公共施設の再編等に係るＰＰＰ・ＰＦＩ活用指針」を策定し、こ

れまで以上に効率的かつ効果的で、民間事業者などの創意工夫を活かしたＰＰＰ手法によ

る公共サービスの導入を推進してきました。

この募集要項は、民間事業者のアイデアやノウハウを最大限に活かすことを目的とし、

津山市公共施設等の利活用に関する民間提案制度（以下、「民間提案制度」という。）につ

いて必要な事項を定めるものです。

２ 民間提案制度の概要

民間提案制度は、民間事業者からの視点で公共サービスを見直し、本市が保有する公共

施設等で、施設整備や運営面において更なる利活用を図るため、民間事業者ならではの独

創的な提案を求め、本市の施策や公共施設等の運営及びマネジメントに大きく貢献し、ま

たは財政コストの軽減化につながる提案を選定し、民間事業者と本市との間で、対話と協

議を経たのち、事業化を図る制度です。

また、提案内容を知的財産として取り扱い、その情報及び内容を保護した上で、提案を

いただいた事業者と随意契約をすることを前提とするものです。

ただし、本制度は解除条件付の制度であり、民間事業者との各種協議が成立した場合に

おいても、環境や状況の変化等の事由により、本事業が、実施出来なくなった場合には、

本件は事業化されません。
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３ 事業の概要

（１）事業の名称

津山市公共施設等の利活用に関する民間提案制度

（２）事業実施までの流れ

民間提案制度における事業実施までの流れは、以下のとおりです。

①提案の募集・受付 ②提案内容の審査・選定（交渉権者の決定）

③交渉権者との事業の詳細協議・事業の実施に向けた事業フレームの構築作業

④契約の締結 ⑤事業の実施 ⑥事業の効果や成果の評価等（モニタリング等）

なお民間提案制度の各段階における実施方針は以下を基本とします。

①提案の募集・受付

本市において、対象となる公共施設やテーマ等を選定し、募集期間中に民間事業者か

らの提案を受付けます。

②提案内容の審査・選定（交渉権者の決定）

原則、提案者によるプレゼンテーションを実施し、「津山市公共施設等の利活用に関

する民間提案制度審査委員会」（以下、「審査委員会」という。）において、提案の内

容、公共施設マネジメントへの貢献度、財政負担の軽減度、事業の継続性等について審

査し、事業化が見込まれるものについて、協議対象案件とし、提案した事業者を交渉権

者とします。

③交渉権者との事業の詳細協議・事業提案の実施に向けた事業フレームの構築作業

本市と交渉権者で提案事業の実施に向けた協定を締結します。協定の締結後、事業の

実施に向けた諸条件、予算面、事業の開始時期等について詳細内容の協議を行います。
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④契約の締結

協定に基づき協議を行った結果、協議が成立（双方が合意）した場合は、本市と交渉

権者が随意契約を締結します。なお、契約の内容によっては議会の承認（地方自治法第

２３７条第２項）が必要となる場合があります。

⑤事業の実施

交渉権者は契約者となり、事業者として提案事業を実施します。実施する事業は複数

年度での実施を原則とし、最短でも３年間、通常は５年間の長期事業として実施しま

す。また、提案内容によっては１０年を超える長期事業も排除するものではありませ

ん。

なお、事業の期間については、事業の内容協議の段階で決定することとします。

⑥事業の効果や成果の評価等（モニタリング等）

事業が開始した後は、本市及び民間事業者による定期的なモニタリング等を行い、事

業フレームに反映・修正させていくことで、継続性の高い事業を目指していきます。
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提案募集から事業実施までの流れ

募集開始

事前相談

提案書の提出

プレゼン・ヒアリング

（審査）

詳細協議

（事業フレーム構築）

事業の実施

モニタリング

４

ヶ

月

程

度

募集要項の公表

募集期間中はお気軽にご相談ください

希望があれば現地の見学も可能です

審査委員会でプレゼンテーションと

ヒアリングを実施します

審査委員会で採択された案件は協定を

締結し、事業化へ向けて協議を行います

協議が整った場合、随意契約により

事業を実施していただきます
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４ 事業のスケジュール

提案の募集及び審査等は下表の日程で行います。各項目における期間についてご確認の

上、手続き等をおこなってください。

項目 日程

募集要項の公表 令和6年 7月 12日（金）

現地調査の受付 令和6年 7月 16日（火）～11月 22日（金）

事前相談（質疑）の受付 令和6年 7月 16日（火）～11月 22日（金）

提案書類の受付 令和6年 11月 18日（月）～11月 29日（金）

書類審査(参加資格審査） 令和6年 12 月中旬頃（予定）

プレゼンテーション審査 令和6年 12 月下旬頃（予定）

審査結果の通知・公表 令和7年 1月上旬頃（予定）
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５ 提案の募集

（１）提出書類の種類

民間提案制度により提案を行う者(以下「提案者」といいます。）に提出を求める書類

及び提出部数は次のとおりです。各様式については津山市公式ウェブサイトからダウン

ロードできます。

名称 内容 様式番号 部数 PDF

提案の基本事項 所定の様式に内容を記入ください。 様式１ １部 ○

誓約書 所定の様式に内容を記入ください。 様式２ １部

提案概要書

提案内容の概要、特に強調する独創

性・独自性、他者にはない提案の優位

性、事業スキーム等を自由に記載して

ください。ただし、A4サイズ４枚ま

たは A3 サイズ２枚以内でまとめて

ください。

任意 １部 ○

印鑑証明書 交付から３か月以内のもの － １部

登記事項証明書 交付から３か月以内のもの － １部

国税及び地方税の

納税証明書

過年度分も含めて未納がないことを

証明するもので、交付から３か月以内

のもの。

－ １部

決算関係書類
直近１年間の財務諸表（貸借対照表、

損益計算書等）
－ １部

グループ協定書
グループで提案する場合の、構成員や

責任の範囲等を定めたもの
任意 １部
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（２）提出書類の受付

提案者は、（１）の提出書類及び PDFデータ（提案の基本事項、提案概要書）を作成

し 、受付期間中に事務局まで提出してください。

提出方法は、持参または郵送または電子メール（電子メールの場合は全ての提出書類

を PDF化してください）とします。持参または電子メールの場合、提出時間は市役所開

庁日（平日）の午前8時 30分から午後 5時 15分までとし、土、日、祝祭日は受付で

きません。（郵送の場合は、提出書類の受付最終日の消印有効とします。）

なお、PDFデータは受付最終日までに電子メールで送付してください。

（３）提出書類の提出先（事務局）

〒７08-8501 岡山県津山市山北 520 （津山市役所 本庁舎6階）

津山市 総務部 財産活用課 FM推進係

電 話：0868-32-2122

電子メール：zaisan@city.tsuyama.lg.jp



8

６ 提案者の資格要件等

（１）提案者の参加要件

① 民間提案制度により提案を行う者は、提案内容の実施ができる能力（資格）を有

する民間企業、ＮＰＯ法人等の法人、個人事業主、各種団体等とします。

② 提案者は単独またはグループ（複数の企業・団体等の共同体をいいます。）とし、

グループで応募する場合は、参加表明時に提案者の構成員を全て明らかにし、各々の

役割分担を明確にすることとします。

③ 提案者は、本市や公共施設の管理者等との協議や調整ができる者であることとし、

併せて事業化に向けて提案内容に変更等が生じても柔軟に対応ができる者であること

とします。

（２）提案者の制限

提案の受付期間の最終日において、次の要件のいずれかに該当する者は、提案者及び

提案者の構成員になることができません。

① 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者。

② 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをしている者、または民事再生法に基づ

き再生手続開始の申立てをしている者。

③ 津山市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団，同条第２号に規定する暴力

団員及び同上第３号に規定する暴力団員等（以下、「暴力団員等」という。）のほか、

また暴力団員等と社会的に非難されるべき関係性を有する者。

④ 津山市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱に基づく指名停止措置（指名

保留を含む。）を受けている者。

⑤ 法人税、消費税若しくは地方消費税又は市税を滞納している者。

⑥ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者。

⑦ 銀行取引停止、主要取引先からの取引停止等の事実があり、客観的に経営状況が不

健全であると判断される者。

⑧ 法令等の規定により許認可等が必要とされる場合において、許認可等の条件となる

免許を有していない者。
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（３）応募に関する留意事項

① 費用負担

応募に関する書類の作成及び提出に係る費用は、全て提案者の負担とします。

② 提出書類の取扱い・著作権等

提出書類の著作権は提案者に帰属しますが、提出書類は返却しません。また、提案者

の提出書類については、提案審査以外では提案者に無断で使用しません。第三者に情報

を漏らすこともしません。

③ 法令等の遵守

提案にあたっては、事前に提案者の責任において関係法令等を確認し、事業実施時に

おける法令適合のリスクは提案者に帰属することとします。

④ 失格事項

・提案書類に虚偽の記載があった場合。

・審査の公平性に影響を与える行為があった場合。

・本要項に定める手続きを遵守しない場合。

⑤ その他

資料提出後に辞退する場合は、参加辞退届（様式３）を提出することとします。
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７ 提案要件

（１）提案の対象施設及びテーマ

① 利活用対象施設：民間提案制度によって利活用を期待する施設・スペース

・勝北陶芸の里工房 ・・・・・・・・・・ （対象物件１）

・久米ふれあい陶芸センター ・・・・・・・ （対象物件２）

・阿波出張所庁舎（３階スペース） ・・・・ （対象物件３）

・里山ふれあいの森（久米山公園内） ・・・・ （対象物件４）

・ウッドパーク声ヶ乢（声ヶ乢森林公園） ・・・ （対象物件５）

・旧高田幼稚園 ・・・・・・・・・・ （対象物件６）

ただし、住民サービスや地域・エリアの価値の向上、財政負担の軽減などを伴わな

い、単なる施設及び財産の貸付事業は対象にはなりません。また、現存施設等の利活用

に関する提案の場合、本市は提案事業実施に伴う施設の改修費等の負担は行いません。

なお、対象物件の詳細情報は、津山市公式ウェブサイトに掲載している、別添の対象

物件の概要でご確認ください。

② テーマ型Ⅰ：2050カーボンニュートラルに資する提案

公共施設等のエネルギー対策、省エネ対策、断熱化などカーボンニュートラルに向け

た複合的な課題解決の提案を募ります。

ただし、単に省エネ機器（空調機・LED照明など）への更新提案や、太陽光パネルの

設置提案（PPA事業など）については、本募集の対象とはなりません。カーボンニュー

トラルに向けて、独自性があり複合的な課題解決に資する提案を募集します。

③ テーマ型Ⅱ：効率的で快適な施設管理に資する提案

公衆トイレ・公園等におけるネーミングライツ等による清掃管理など、独自のビジネ

スモデルによる公共施設の維持管理に関する提案を募ります。

④ その他施設：上記以外の施設や提案

利活用対象施設やテーマ型以外の情報は、津山市公式ウェブサイトに掲載している

「施設別カルテ」等をご参照ください。

なお、その他施設について利活用を検討する場合は、必ず事務局と事前相談を行うこ

ととします。
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（２）提案内容の要件

・公共サービスの提供・運営方法等に関することで、民間活力導入により大幅にサービ

スの向上するもの。

・公共施設マネジメントに貢献する施策。

・本市が保有する公共施設等の利活用に関するもの。

・市の新たな財政支出又は維持経費の増加を伴わないもの。また契約完了した後も、提

案事業に関するライフサイクルコストが従前と比較して著しく増大しないもの。

※ただし、提案事業を実施した結果、将来的な事業効果や財政負担の低減が示された上

で、住民サービスの向上や業務改善につながる提案については、新たな財政支出を排除

するものではありません。

（３）提案の対象外となるもの（いずれかの要件に該当するものは対象外）

・単に事業（施設）の廃止に関する提案。

・本市がすでにＰＰＰ導入済の事業で、単に事業実施者となろうとする提案。

・既存の委託事業を単に安価で受託しようとする提案。

・民間事業者が実施することが適当でない事業（もっぱら公的機関が実施することが法

令等により義務づけられてる事業等）を含む提案。

・民間提案制度において過去に事業採択した事業と同様の内容のもの。

（４）提案の資金調達方法・収益等

・提案による財産（施設）の貸付料・売上収益等、広告料収入

・提案による光熱水費、保守費等の削減相当額

・提案による本市の現行予算の振替・転用

・提案に関する国、県からの補助金、交付金

・本市からの新たな支出（本市の先行的投資等）

・その他提案に関連して発生する収入等
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（５）資金調達方法・収益に関する特記事項

① 資金調達方法・収益が貸付料・売上収益等、広告収入や光熱水費の削減相当額によ

る場合は、その一部を本市に還元することを条件とします。ただし、収益の還元の詳

細については、事業化の協議の中で行うこととします。

② 条例等によって貸付・手数料等の基準が定められている場合は、原則、現行の基準

に基づくものとします。ただし、基準の改訂等を妨げるものではありません。

（６）提案の留意事項

① 事業を実施する際には、可能な限り市内業者との連携、地元雇用・地元産材の調達

など、地域貢献に資するビジネスモデルの構築に努めてください。

② 提案にあたっては、津山市の「ＰＰＰ・ＰＦＩ活用指針」及び「運用指針」の趣旨

を理解した上で、提案してください。

③ 提案概要書作成にあたっては、次の必須事項を記載することとします。

・施策の名称

・事業の内容

・事業者の提案に対する優位性や独創性

・公共的な視点の内容

・自治体経営に対する貢献度

④ 提案にあたっては、他者が保有する特許権や著作権等を侵害するものでないことを

保証した上で提案してください。

なお、提案者が事業者となった場合、著作権は本市に帰属することとします。

⑤ その他、提案者は次の事項を確認のうえ、提案することとします。

・本要項に定める書類のほか、必要に応じ追加資料の提出を求めることがあります。

・受付終了後、提出された書類の再提出又は差し替えは原則認めません。

・提出された書類は理由のいかんを問わず返却しません。
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（７）現地調査及び事前相談（質疑）

① 事前調査

提案書類作成のため現地（施設等）調査を受け付けます。現地調査を希望する場合

は、事務局に事前に希望の旨をお伝えください。

事務局が施設関係者と調整し、希望者に調整可能な日時等を連絡します。現地調査に

当たっては、施設管理者及び、利用者へ迷惑を及ぼさないこと、施設運営に支障をきた

さない範囲で行うこととします。

② 事前相談（質疑）

提案内容の検討にあたって、事前相談を受け付けます。事前相談を希望する場合は、

受付期間中に来庁の上、対面形式での相談（オンラインによるWeb会議でも可能）を

実施、あるいは任意の書面にて質問事項を作成いただき、電子メールでの質疑・回答形

式により実施します。

事前相談の有無は提案審査に影響を及ぼしませんが、民間提案制度の趣旨及び本市の

課題の情報共有や関係性構築の観点からも、事前相談の期間を積極的に活用ください。

相談回数の制限もありません。

なお、事前相談（質疑）の内容が「民間提案制度に関する事項」の場合は津山市公式

ウェブサイトで質疑及び回答の内容を公表します。ただし、「提案内容に関する事項」

の場合は提案内容の知的財産を保護するため、質疑者あてに個別に回答します。
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８ 審査（協議対象の選定）

（１）書類審査

提案者から提出された資格審査書類について、参加資格を満たしているか、また、提

案書類の内容が提案要件を満たしているか事務局において書類審査を行います。

審査の結果、双方の要件を満たしていることが確認された提案を有効提案とし、提案

者に対して文書又は電子メールで通知します。後日、提案審査の日程等を別途通知しま

す。なお、審査に対する異議の申し立ては受け付けません。

（２）提案審査

提案内容の審査については、有効提案についてプレゼンテーション審査を行います。

審査委員会は提案者のプレゼンテーションとヒアリングにより、提案内容を総合的に

審査します。審査の結果、採用となった提案については、事業化に向けた協議対象案件

とし、提案した事業者を交渉権者とします。審査（採否）の区分は、次のとおりとしま

す。

① 採用（一部採用含む）：協議対象提案として事業化に向けて協議を行うもの。

② 不採用 ：事業化に適さないと判断されたもの、現時点では実現が困

難なもの、民間提案制度によって事業者を選出することが

不適当と判断されたもの等。

（３）審査結果の通知・公表

提案審査の結果は、提案者に対して文書で通知します。また、津山市公式ウェブサイ

トで公表します。採用（協議対象提案）となった案件については、「案件名・提案事業

者名・提案概要」を公表します。また、不採用となった（協議対象とならなかった）提

案については、非公表とします。なお、審査結果に対する異議の申し立ては受け付けま

せん。
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（４）審査方法

① プレゼンテーション審査は、審査委員会において、事前に提出した提案概要書を基

に提案者自らがプレゼンテーション（説明）を行います。

② プレゼンテーションの際に審査委員に配付する資料は、原則として事前に提出した

提案概要のみとし、それ以外の資料を使用する場合は、事前に事務局と調整すること

とします。

③ 審査は提案者・案件毎に個別で行います。

④ 提案者側の審査への出席者数は３名までとします。

⑤ 提案審査の目安時間は、プレゼンテーション 15分程度、質疑応答（ヒアリング）

３０分程度とします。

⑥ 審査は非公開で行います。

（５）提案審査の着目点

提案審査は、次の項目・視点等をふまえ、提案の案件毎に行うこととします。

① 民間提案制度、公民連携の理解度

独創性が高く、民間提案制度の趣旨に合致した提案内容であるか。

② 公共サービスの充実、公共的視点

市民・地域ニーズに応じた公共性の高い提案内容となっているか。単に収益だけを求

めるのではなく、公共的・公益性な視点を有した事業者であるか。

③ 地域経済の活性化

地域の雇用、地域経済等の活性化が図られるか。

④ 財政負担の軽減

事業化された後に新たに発生する行政側の業務も含め、市のコスト縮減（または歳入

の増加）となるか。

⑤ 事業の実現性、継続性

事業化の実現性が高い提案内容であるか。収支計画に無理がなく、継続性が高い提案

内容となっているか。

⑥ 行政責任の確保、法令への適合性、公平性・競争性の確保等

事業の実施にあたって支障となる項目はないか。
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（６）審査委員会

審査委員会の委員の選定は、提案対象ごとに事務局が行います。提案の内容によっ

て、外部有識者等を審査委員会に加える場合があります。

９ 事業化に向けた協議

（１）協定の締結

協議対象提案を提案した者（交渉権者）は、審査結果の通知を受けた場合、速やかに

提案内容の事業化に向けて、本市と誠実に協議することについて、協定書（様式４）を

締結します。

協定締結の後、交渉権者と市は提案内容の事業化に向けた協議を開始します。なお、

協定期間は原則、協定締結の翌年度末までとします。ただし、交渉権者と本市が協議

し、双方が合意した場合はさらに 1年の延長（延長は３回まで）をすることができるも

のとします。

（２）事業フレームの構築（事業化に向けた協議）

交渉権者と本市は提案内容を基に事業化に向けて協力し、詳細協議や必要な手続き等

を行い、事業フレームを作成します。提案の事業化に関して必要がある場合は、別に施

設管理者・指定管理者と同様の協議を行い、協定の締結等によって事業実施に向けた調

整を行います。

協議及び関係者との調整の結果、協議が成立（双方が合意）に至った場合、交渉権者

を契約事業者（以下「事業者」といいます。）とします。

（３）協議における留意事項

① 協議は原則として交渉権者が行った提案の範囲内で行うものとし、費用は交渉権者

の負担とします。

② 本制度は解除条件付きの制度であり、交渉権者と協議が成立した場合においても、

環境や状況の変化等の事由により、提案の事業化が実施できなくなった場合には事業

化されません。ただし、実施できなくなった事由が解消したときは、交渉権者と協議

のうえ、事業化を図ります。
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③ 協議の結果、協議が整わなかった場合（合意に至らなかった場合）は、提案内容は

事業化されず、協定を解除します。その際、交渉権者が協議の過程において負担した

費用やリスク等について本市は責任を負いません。

④ 事業概要や協議の経過等については必要に応じて議会等へ報告することがありま

す。ただし、交渉権者の独自のノウハウ等が含まれている内容については公表の対象

としません。

１０ 契約・事業実施

交渉権者と本市は、協議成立後、提案事業の実施について随意契約を締結します。契約

締結後、事業者は責任をもって提案内容（当該事業）を履行することとします。

契約者となる民間事業者も「公」を担っているという責任感を持ち、知識やノウハウを

十分に発揮し、公共サービスをより効果的・効率的に提供するとともに、住民や社会への

説明責任を意識しながら、事業を行うこととします。

１１ その他

（１）モニタリングの実施について

提案を事業化した後、事務局が実施するモニタリング調査について、事業者は協力す

ることとします。

（２）各種様式

① 民間提案制度における各様式は、津山市公式ウェブサイトに掲載する様式集からダ

ウンロードすることができます。

② 民間提案制度に関する次の資料は、津山市公式ウェブサイトで閲覧することができ

ます。

・公共施設の再編等に係るPPP・PFI 活用指針

・公共施設等の利活用に関する民間提案制度運用指針

③ その他

この要項に定めることのほか、民間提案制度に関し必要な事項は、別途定めます。



⺠間提案制度
から

⽣まれた事例

整備される「ハコ」からではなく、

そこで⾏われる「コト」から考えるという発想の転換。

「公共施設等の利活⽤に関する⺠間提案制度」運⽤指針」より

公共施設の公⺠連携による価値創造



広告事業 本庁舎LEDビジョン設置事業

令和元年度採択案件

令和５年1０⽉稼働開始



廃園

複合施設

複合施設たかたようちえん

（旧高田幼稚園）

令和元年度採択案件

令和3年1⽉ Open
Before

After



廃園

複合施設

sense TSUYAMA

（旧東幼稚園）

令和２年度採択案件

令和3年7⽉ Open
Before

After



令和６年度

公共施設等の利活用に関する民間提案制度

募集要項

津山市 総務部 財産活用課

〒708-8501 岡山県津山市山北520

Tel：0868-32-2122

電子メール：zaisan@city.tsuyama.lg.jp


